
●事務事業評価シート ●補助金等管理シート

●補助金等の見直し基準における基本的事項の再チェック（指針「３ 見直し対象と基準」参照）

改
善
案

退職する市職員に対して、保護司業務の啓発周知を行うとともに、退職後市の会計年度職員として雇用されている保護司についても、
保護司活動に携わる際は職専免で対応できるようにしました。これにより活動しやすくなりました。

方

向
改善

課
題

犯罪予防のなかでもとりわけ再犯防止に重きを置いて啓発等に取り組んでいます。平成30年に開設した「伊賀更生保護サポートセン
ター」を拠点とし、保護司を含む更生保護団体が連携して事業を行っており、その活動に対し支援を行っています。中心となって活動す
る保護司の充足率が定員に達しておりません。

令
和
３
年

新型コロナウイルス感染症の影響で活動を縮小せざるを得ない中
で、可能な限り更生保護活動等を実施された。

社明運動協賛事業及び
実施事業支援団体数

社明運動を推進する事業を実
施した団体数（財源は委員会
実施の募金収入）

団体数
指

標

指標名 指標の説明 単位

指標化できない成果 0 達成 87%

補助金申請において活動計画、会計状況を書類にて提出
を求め、実績報告にてその内容を確認した。

無

実績 13

令和５年度 令和６年度

目標 15 17 20 23

令和３年度

令
和
２
年

新型コロナウイルス感染症の影響で活動を縮小せざるを得ない中
で、可能な限り更生保護活動等を実施された。

補助金申請において活動計画、会計状況を書類にて提出
を求め、実績報告にてその内容を確認した。

新型コロナウイルス感染症の影響により、活動が縮小した
ため返金いただいた。

令和４年度

小計（Ｂ） 782 777 777 774

合計（Ａ＋Ｂ） 1,332 1,377 1,377 774

人
件
費

令
和
元
年

保護司のなり手不足という課題もあり、定員は充足していないが、保
護司各自が積極的な犯罪防止活動等に努めている。

補助金申請において活動計画、会計状況を書類にて提出
を求め、実績報告にてその内容を確認した。

無
会計年度任

用職員

業務量 0.00 人 0.00 人

再任用職員

無正規職員

0.00 人 0.00 人

人件費 0 0 0 0

補助金申請において活動計画、会計状況を書類にて提出
を求め、実績報告にてその内容を確認した。

業務量 0.10 人 0.10 人 0.10

0.00 人 0.00 人業務量 0.00 人 0.00 人

評価結果 立入調査その他監督の実施状況 改善点・今後の予定・見直しの実施状況

合計（A） 550 600 600 0
平
成
30

保護司のなり手不足という課題もあり、定員は充足していないが、保
護司各自が積極的な犯罪防止活動等に努めている。

　一般財源 550 600 600

人 0.10 人

人件費 782 777 777 774

見
直
し

事
項

具体的な内容（いつまでに、事項を、どうする）

事
業
費

直
接
事
業
費

　国県支出金 0 0 0

　その他 0 0 0 ●補助金等の評価（指針「５ その他の取り組み」参照）　※実績確定後、年度ごとに記入

補助制度 必要な事業であるため見直す予定はない。 対象と金額 補助対象、金額についても今のところ見直す予定はない。
　地方債 0 0 0

全
体
コ
ス
ト

（
千
円

）

項目 Ｒ２年度決算 Ｒ３年度当初予算 Ｒ３年度決算 Ｒ４年度当初予算

事
務
事
業
の
概
要

特記事項記入欄（積算基礎、特定財源の名称等）

人件費 0 0 0 0

市民１人当たりのコスト（円） 15 16 16 9

円 0 円 ●見直し目標の設定及び経過措置（指針「４ 見直しの方向性と経過措置」参照)

計 600,000円 0 円

今後の方向性 継続 その理由 保護司会が行う犯罪防止活動等は、市民の安心・安全に不可欠なものであるから

円 0 円

「団体運営補助」であ
る場合の事業費補助

への移行策
犯罪防止に関する事業や、関連する研修等にかかる経費のみを補助対象とする。円 0 円

円 0 円

円 0 円

性質別分類 １．団体運営補助

補助金額・補助
率

の算出根拠
円 0 円

無
類似制度、同一団体
への重複補助の有無

無 終期設定の有無 廃止の予定は無い。

0 円

円 0 円

円 0 円

目的の達成状況
（何が、どうなれ

ば達成か）

事業に要した
主な経費

など

経費 金額 摘要

保護司会活動助成金 600,000円 伊賀保護司会への活動助成金

内　容

第71回「社会を明るくする運動」伊賀市推進委員会の運営及び社明運動協賛事業等に対する支援を行いました。

保護司法に基づき組織された伊賀保護司会に助成金を交付し、保護司の活動をサポート及び伊賀保護司会の活動・運営支援を行いま
した。

*伊賀保護司会：保護司は法務大臣の委嘱を受けた非常勤無報酬の国家公務員であり、犯罪や非行を行った人々の社会的立ち直りを
地域で支えている。保護司会は、その職務の円滑かつ効果的な遂行を目的として設立した団体で、伊賀市内に配属されている保護司43
名（令和４年３月31日現在）で構成されています（２年任期）。

事業内容 伊賀保護司会への活動助成金

根拠法令等 健康福祉部関係補助金等交付要綱

事業開始年度 平成16年度 契約・債務負担 無

円

補助対象経費 保護司会活動における事務経費、研修会参加負担金等

財源・率 ー 上乗せ・範囲拡大 無

補助実績等
（千円）

H26 0 H27 0 H28 0 H29 0

H30 700 R1 700 R2 550 R3 600

伊賀保護司会　
根拠法令等 保護司法　等

保護司会助成金 施策No． 1-1

対　象 市民 事業期間 交付の目的 保護司会が行う犯罪予防活動へ助成を行い、市民の安全確保を図る。

事務事業名 犯罪非行防止啓発経費 担当課 健康福祉部医療福祉政策課 補助事業名

目　的 地域における犯罪予防活動の推進に対する業務などを円滑に行う。 交付先・交付要
件

補

助

金

等

詳

細

公益性

同一分野のなかで、特定団体（地域）を対象とした補助金ではない。 〇
公平性

団体の

自立性

毎年同内容の事業に対して、３年以上補助を受けていない。 - 継続して実施すべき事業のため

自主財源の確保など、自らの努力で団体運営を行う姿勢がある。 〇

地域間で補助対象、補助基準、支出科目にばらつきはない。 〇

補助金の額や補助率に対して、費用対効果が適切である。 〇

〇

市民の福祉向上及び利益の増進に効果が認められる。 〇

市が補助すべき事業・活動であり、施策の推進に有効である。 〇

区分 項目 チェック 備考

「公益上必要である」ことが客観的に認められるものである。 〇

必要性
・効果

事業活動の目的・視点・内容などが経済情勢に合致している。

補

助

金

等

詳

細

公益性

同一分野のなかで、特定団体（地域）を対象とした補助金ではない。 〇
公平性

団体の

自立性

毎年同内容の事業に対して、３年以上補助を受けていない。 - 継続して実施すべき事業のため

自主財源の確保など、自らの努力で団体運営を行う姿勢がある。 〇

地域間で補助対象、補助基準、支出科目にばらつきはない。 〇

補助金の額や補助率に対して、費用対効果が適切である。 〇

〇

市民の福祉向上及び利益の増進に効果が認められる。 〇

市が補助すべき事業・活動であり、施策の推進に有効である。 〇

区分 項目 チェック 備考

「公益上必要である」ことが客観的に認められるものである。 〇

必要性
・効果

事業活動の目的・視点・内容などが経済情勢に合致している。

審査資料：事業番号11　ヒアリングシート



健康福祉部
医療福祉政策課

保護司会活動補助金 【審査資料】事業番号：11　レビュー結果整理シート①

他事業への横展開

県への負担金が県内でも一番高い。県の所属から外れる団体もある。全体の金額としては大きく
ないが、大半が県への負担金、上納金として消えてしまっているのは何とかすべき。上部団体に属
さない選択肢もあるのではないか。少なくとも算出根拠の確認は必要。

今後の方向性

繰越金が発生している団体は、補助金をストップ
する、返還を求めるなど臨機応変な対応が必要。

繰越になっている原因の大半は、保護司が自腹
をきっている会議が多い。事業が出来なかったの
なら返還するように伝えているので、次年度以降
改善されると考えている。

繰越金が発生している団体は、補助金をストップする、返還を求めるなど臨機応変な対応が必要。

補助の効果
（成果指標）

成果指標で「社明運動」は意味が分からない。

社会を明るくする運動であり、再犯防止、更生保護の
実施により社会を明るくすることにつなげていく運動の
ことである。伊賀保護司会は、同運動推進委員会の
構成団体であり、保護司が中心となって同運動を推進
しているため、犯罪非行防止啓発の成果指標としてい
る。保護司が保護している人数は保護観察所が管轄
し市では把握できない。

社会を明るくするという視点は大きすぎる。保護司が保護している人の数など成果指標を改めるべ
き。

行政関与の必要性

広報などは作成しているの
か？

年２回機関紙を作成してい
る。

後継者育成の問題もある。行政としてもこの活動の周知の方法を考えるべき。

公平性・透明性

公益性

自己負担・決算内容

繰越金が発生している理由は？
コロナの影響で研修視察などで使う機会がなかっ
たためと考えられる。

終期設定

他の自治体で高いところは報償費を35000円払っているケースもあるが、助成金額を他団体と比較
すると伊賀市は高い自治体に分類される。保護司への報奨金交付に切り替えることも検討すべ
き。

補助金が何に使われているのか明らかにすることが必要。
積算根拠

会費は保護司が負担してい
る？

そのとおりです。

個別要綱を作成している自治体が多いので検討が必要。

この助成は、何に対しての補助なのか？
市から県へ負担金が大半である。そのほか会場
使用料などで一部補助金を使っていただいてい
る。

補助自体が必要なことが明らかでも、補助対象が明確でないため補助金の妥当性が測れない状
況に問題がある。

法的根拠

保護司には報償費は出ているか？ 実費弁償のみである。

研修研究費として50万円が計上されているが、自
分たちで負担しているのか？

保護司の自己負担。

見直しの視点
質問/所属回答 専門家チームからのアドバイス・考え方

専門家チーム 所属 専門家チーム 所属 専門家チーム 所属 内容

・・・全庁的な指摘事項（個別の意見聴取せずに

全庁で取り組むべき内容）

・・・個別の指摘事項として、「対応方針」を確

認する内容

セルの塗りつぶしについて



健康福祉部
医療福祉政策課

保護司会活動補助金 【審査資料】事業番号：11　レビュー結果整理シート②

上記理由
保護司は保護司法に基づいて活動をしている方々で、犯罪や非行に陥った人の更生や、再犯防止に大きく寄与してします。保護司としての活動を円滑に
実施するほか、法務省が提唱する社会を明るくする運動の中心的役割を担っていただいていることから、市として引き続き補助を行う必要があると考えま
す。ただし県への負担金等については確認してまいります。

諮
問
時
の
視
点

・改善する時期について妥当であるか。
・補助金を充てる事業費を明確にしたうえで、使わなかった補助金は返還を徹底するべきではないか。
・県負担金について、県内他市の状況を確認するのはもちろん、その積算根拠を明らかにし、明確な理由がないのであれば令和５年度までに改善が必要ではないか。

本事業に関する
今後の部局方針 継続

部
局

今後の方向性
繰越金が発生している団体は、補助金をストップす
る、返還を求めるなど臨機応変な対応が必要。

繰越金については、会費として徴収している部分を保護司会会計としているため、コロナ禍で
活動が縮小した分が積みあがったものと認識しています。活動をするために会費は徴収して
いますので、今後は会費の返還や減額等を行います。

R４年度中

今後の方向性
県への負担金が県内でも一番高い。まずは算出根
拠を確認し、そのうえで上部団体に属さない選択肢
もあるのではないか。

。県内他市における負担金納付状況を再度確認し、今後保護司会と協議して検討してまいりま   　 R５年度中
す。

審
査
会

レビュー結果に対する
審査会評価

個
別
論
点
ご
と

積算根拠
保護司への報奨金交付に切り替えることも検討すべ
きではないか。

保護司は基本的にはボランティアであり、活動に対して法に基づいて実費弁償金が支給され
ます。他自治体のケース等を確認のうえ検討してまいりたいと考えます。

R５年度中

意見

見直しの視点 指摘事項 対応方針 いつまでに

行政関与の必要
性

後継者育成の面から、行政としてもこの活動の周知
の方法を考えるべき。

市職員の定年退職者に対して、保護司のパンフレット等をお渡しし、啓発に努めています。今
後は市広報やホームページ、市公式YouTube等の媒体を活用し、保護司活動の周知啓発に
努めます。

R４年度中

① ②


